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令和７年度　多可郡多可町水道事業特別会計予算
（総　則）

第１条　令和７年度兵庫県多可郡多可町水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　給水戸数　　　　　　　　　7,200戸

(2)　年間総給水量　　　　　1,800,000㎥

(3)　一日平均給水量　　　　　　5,000㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収　　　　　　入

第１款　水道事業収益                 　                         562,362千円

　第１項　営業収益                                              393,571千円

　第２項　営業外収益                                            168,790千円

　第３項　特別利益                                                    1千円

　　　　　支　　　　　　出

第１款　水道事業費用　                                          457,041千円

　第１項　営業費用                                              421,296千円

　第２項　営業外費用                                             35,544千円

　第３項　特別損失                                                    1千円

　第４項　予備費                                                    200千円



（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額169,110千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額3,533千円及び過年度分損益勘定留保資金165,577千円で補てんするものとする。）

　　　　　収　　　　　　入

第１款　資本的収入 　                                            35,830千円

　第１項　企業債                                                 11,500千円

　第２項　出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　11,500千円

　第３項　工事負担金                                             11,700千円

　第４項　補助金  　　                                            1,130千円

　　　　　支　　　　　　出

第１款　資本的支出　                                            204,940千円

　第１項　建設改良費                                             51,700千円

　第３項　企業債償還金                                          153,240千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　限度額　11,500千円、起債の方法　証書借入、利率　5.5％以内、

　　　　償還方法　元金均等償還

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）消費税



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費　　　　　　36,842千円

（他会計からの補助金）

第８条　減価償却費負担金等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　（１）一般会計負担金　　　　16,348千円

　（２）一般会計補助金　　　　67,636千円

　（３）出資金　　　　　　　　11,500千円

　（４）他会計補助金　　　　　 1,130千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、2,000千円と定める。

（利益剰余金の処分）

第10条　繰越利益剰余金87,698千円は、次のとおり処分するものと定める。

　（１）減債積立金　　　　　　43,849千円

　（２）利益積立金　　　　　　43,849千円

　　令和　７年　２　月 ２８ 日　提出

兵庫県多可郡多可町長　　吉　田　一　四



令和７年度兵庫県多可郡多可町水道事業

特別会計予算実施計画事項別説明書



令和　７年度水道事業特別会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

水道事業収益 1. 562,362

393,571 1. 営業収益

375,946 1. 給水収益

17,625 3. その他の営業収益

168,790 2. 営業外収益

5,720 1. 分担金

2,752 2. 受取利息及び配当金

67,636 3. 他会計補助金

92,679 4. 長期前受金戻入

1 5. 雑収益

1 6. 消費税還付金

1 8. 貸倒引当金戻入額

1 3. 特別利益

1 1. 過年度損益修正益

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

水道事業費用 1. 457,041

421,296 1. 営業費用

159,710 1. 原水浄水配水及び給水費

56,370 3. 業務及び総係費

204,164 4. 減価償却費

1,050 5. 資産減耗費

2 6. その他の営業費用

35,544 2. 営業外費用

14,991 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

20,552 2. 消費税

1 3. 雑支出

1 3. 特別損失

1 1. 過年度損益修正損

200 4. 予備費

200 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 35,830

11,500 1. 企業債

11,500 1. 企業債

11,500 2. 出資金

11,500 1. 出資金

11,700 3. 工事負担金

11,700 1. 工事負担金

1,130 4. 補助金

1,130 2. 他会計補助金

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 204,940

51,700 1. 建設改良費

51,700 1. 工事費

153,240 3. 企業債償還金

153,240 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額



令和　７年度水道事業特別会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 565,064562,362 △2,702水道事業収

 1.営業収益 400,471393,571 △6,900益

 1.給水収益 378,475375,946 △2,529 375,946給水収益 375,946水道料金 1.

 3.その他の営 21,99617,625 △4,371 1材料売却 1単位 1.

業収益 収益

343手数料 93給水装置工事設計審査・竣工検査手数料 2.

170閉栓手数料

80指定給水装置工事事業者登録更新手数料

17,218負担金 13,948一般会計繰入金（消火栓減価償却費） 3.

2,400一般会計繰入金（公共施設）

600一般会計負担金（消火栓修繕費）

270配水管移設工事に係る負担金

63雑収益 63管路システム閲覧手数料等 4.

 2.営業外収益 164,592168,790 4,198

 1.分担金 2,2005,720 3,520 5,720分担金 5,720水道新規加入分担金 1.

 2.受取利息及 8212,752 1,931 1,852預金利息 1,852預金利子等 1.

び配当金 900有価証券 900有価証券利息 2.

利息

 3.他会計補助 66,41867,636 1,218 67,636一般会計 8,592一般会計繰入金(利息) 1.

金 補助金 70一般会計繰入金(利息・旧簡易水道分）

320一般会計繰入金(児童手当)

58,654一般会計繰入金(減価償却費)

 4.長期前受金 95,06692,679 △2,387 92,679長期前受 92,679長期前受金戻入額 1.

戻入 金戻入

 5.雑収益 11 0 1その他雑 1単位 1.

収益

 6.消費税還付 11 0 1消費税還 1単位 1.

金 付金

 8.貸倒引当金 851 △84 1貸倒引当 1単位 1.

戻入額 金戻入額



収　　　入

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 3.特別利益 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正益 益修正益



支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 476,390457,041 △19,349水道事業費

 1.営業費用 437,618421,296 △16,322用

 1.原水浄水配 163,761159,710 △4,051 3,550備消品費 3,550備消品費 4.

水及び給水 747燃料費 747燃料費 5.

費 172光熱水費 172配水施設等電気料金等 6.

23,373委託料 4,257水質検査委託料 7.

1,042電気設備保安管理委託料

4,697漏水調査委託料

3,114メーター検満取替委託料

63浄化槽維持管理委託料

9,200水道施設定期巡回点検委託料

1,000水道施設緊急対応委託料

30,000工事請負 20,000給水管布設替工事費 8.

費 10,000給水管布設替工事に係る舗装本復旧費

28,760修繕費 25,960給配水管漏水事故修繕費 9.

2,200機械設備修繕費

600消火栓修繕費

8,008路面復旧 8,008漏水事故跡路面復旧工事費10.

費

56,323動力費 56,323送水ポンプ等電力料金11.

3,098薬品費 3,098滅菌薬品費等12.

5,577材料費 5,577修繕用等諸材料費13.

1修繕引当 1単位16.

金繰入額

1特別修繕 1単位17.

引当金繰

入額

100雑費 100緊急対策費18.

 3.業務及び総 60,18656,370 △3,816 16,829給料 16,829一般職給料 1.

係費 12,244手当等 846扶養手当 2.

367地域手当



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

648住居手当

210通勤手当

1,011時間外勤務手当

720管理職手当

3,943期末手当

3,162勤勉手当

630児童手当

100管理職特別勤務手当

330会計年度任用職員期末手当

277会計年度任用職員勤勉手当

5,933法定福利 5,333市町村職員共済組合負担金 3.

費 50地方公務員災害補償基金負担金

550会計年度任用職員共済短期組合負担金

49旅費 49旅費 4.

545備消品費 545備消品費 5.

12食糧費 12食糧費 6.

629印刷製本 629印刷製本費 9.

費

1,925通信運搬 1,430電話料金等10.

費 495郵便料金

4,667委託料 2,643検針業務委託料11.

937施設清掃委託料

422水源地保安管理委託料

357水質検査委託料

308弁護士委託料

2,166手数料 65口座振込（送金）手数料12.

1,641口座振替・窓口納付手数料

305コンビニ納付手数料

7インターネットバンキング手数料

148車両検査等手数料

3,287賃借料 2,297料金システム使用料等13.



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

17消費税申告システム使用料

33有料道路通行料等

921施設監視システム使用料

19電柱添架料

326修繕費 326公用車修繕費14.

795保険料 753町有建物災害共済保険料15.

42公用車自賠責保険料

22公課費 22公用車自動車重量税16.

224負担金 90日本水道協会本部負担金17.

13日本水道協会関西地方支部負担金

10兵庫県公共料金等暴力対策協議会負担金

61指定給水装置工事事業者講習会負担金

50研修会負担金

2,369賞与引当 2,369賞与引当金繰入額18.

金繰入額

4貸倒引当 4貸倒引当金繰入額20.

金繰入額

2,508雑費 2,508漏水減免による還付金等21.

120費用弁償 120会計年度任用職員通勤手当24.

1,716報酬 1,716会計年度任用職員報酬25.

 4.減価償却費 213,119204,164 △8,955 8,610建物減価 8,610建物減価償却費 1.

償却費

158,383構築物減 158,383構築物減価償却費 2.

価償却費

36,364機械及び 36,364機械及び装置減価償却費 3.

装置減価

償却費

807車両運搬 807車両運搬具減価償却費 5.

具減価償

却費



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 5.資産減耗費 5501,050 500 1,000固定資産 1,000固定資産除却費 1.

除却費

50たな卸資 50貯蔵品たな卸費 2.

産減耗費

 6.その他の営 22 0 1材料売却 1単位 1.

業費用 原価

1雑支出 1単位 2.

 2.営業外費用 38,57135,544 △3,027

 1.支払利息及 17,99614,991 △3,005 14,991企業債利 14,991上水道事業債償還利息 1.

び企業債取 息

扱諸費

 2.消費税 20,57420,552 △22 20,552消費税 20,552消費税 1.

 3.雑支出 11 0 1その他雑 1単位 1.

支出

 3.特別損失 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正損 益修正損

 4.予備費 200200 0

 1.予備費 200200 0 200予備費 200水道事業予備費 1.



収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 90,13035,830 △54,300資本的収入

 1.企業債 10,00011,500 1,500

 1.企業債 10,00011,500 1,500 11,500上水道事 11,500上水道事業債 1.

業債

 2.出資金 011,500 11,500

 1.出資金 011,500 11,500 11,500出資金 11,500一般会計繰入金 1.

 3.工事負担金 79,00011,700 △67,300

 1.工事負担金 79,00011,700 △67,300 11,700工事負担 9,000配水管布設替工事負担金 1.

金 2,700配水管移設工事負担金

 4.補助金 1,1301,130 0

 2.他会計補助 1,1301,130 0 1,130他会計補 1,130一般会計繰入金（元金・旧簡易水道分） 1.

金 助金



支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 279,239204,940 △74,299資本的支出

 1.建設改良費 106,00051,700 △54,300

 1.工事費 106,00051,700 △54,300 28,000委託料 5,000配水管布設替工事設計業務委託料 1.

(負担金工事)

23,000配水管布設替工事設計業務委託料

（加美区山野部地区）

12,700工事請負 10,000配水管布設替工事（負担金工事） 2.

費 2,700配水管移設工事（負担金工事）

11,000修繕費 11,000機械設備修繕費 5.

 2.固定資産購 1,8000 △1,800

入費  1.固定資産購 1,8000 △1,800

入費

 3.企業債償還 171,439153,240 △18,199

金  1.企業債償還 171,439153,240 △18,199 153,240企業債償 153,240上水道事業債償還元金 1.

金 還金



１　一般職

　（1）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(1)

4

(1)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

367 648 210 1,011 720 4,273

0 312 298 975 720 4,087

367 336 △88 36 0 186

(千円) (千円)

630 100

300 100

330 0

給　与　費　明　細　書

損益勘定

支弁職員

区　分

比　較

前年度

本年度

比　較

前年度

12

834

846

勤勉手当

(千円)

161

3,278

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

本年度

区　　　分

16,3802,074

1,5941631,4311,340

扶養手当

(千円)

区　分

本年度

前年度

比　較

法　定
福利費

合　計

36,7225,933

期末手当管理職手当
時 間 外
勤務手当

35,1285,77029,35810,904

職員数
給　　与　　費

通勤手当住居手当地域手当

管理職員
特別勤務
手　　当

児童手当

449△358

30,78912,24416,8291,716

3,439

水道（附１）



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(0)

4

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

367 648 210 1,011 720 3,943

0 312 298 975 720 3,691

367 336 △88 36 0 252

(千円) (千円)

630 100

300 100

330 0

水道（附２）

損益勘定
前年度

支弁職員

法　定
福利費

合　計

0 16,829 11,637 28,466

給　　与　　費

区　　　分
職員数

本年度 5,383 33,849

0 16,380 10,176 26,556 5,380 31,936

0 449 1,461 1,910 3 1,913比　較

区　分
勤勉手当

(千円)

区　分
扶養手当

(千円)

本年度 846

前年度 834

比　較 12

管理職手当 期末手当

児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

本年度 3,162

前年度 2,946

比　較 216



　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0

(1)

0

(1)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 330

0 0 0 0 0 396

0 0 0 0 0 △66

(千円) (千円)

0 0

0 0

0 0

水道（附３）

前年度 332

比　較 △55

0

前年度 0

比　較 0

区　分
勤勉手当

(千円)

本年度 277

職員数

本年度

損益勘定
前年度

支弁職員

比　較

区　　　分

2,873

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給　　与　　費 法　定
福利費

合　計

2,074 0 728 2,802 390 3,192

1,716 0 607 2,323 550

区　分
扶養手当

(千円)

本年度

△319

地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当 期末手当

△358 0 △121 △479 160

児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当



　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

(千円) (千円)

給　　料 449 給与改定に伴う 376

増減分

昇給に伴う増減分 145 平均昇給率

その他の増減分 △72 職員の変動等による 職員数の異動状況

減額 （現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 1,461 制度改正に伴う 815 期末手当　2.45月→2.5月

増減分 勤勉手当　2.05月→2.1月

地域手当　2.0%

その他の増減分 646 職員の変動等による

増額

　　イ　会計年度任用職員

増減額

(千円) (千円)

報　　酬 △358 制度改正に伴う 34 地域手当　2.0% 職員数の異動状況

増減分 （現に在職する職員数）

　本年度

その他の増減分 △392 職員の変動等による 　前年度

減額 　増　減

給　　料 0 その他の増減分 0 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 △121 制度改正に伴う 58 期末手当　2.45月→2.5月

増減分 勤勉手当　2.05月→2.1月

地域手当　2.0%

その他の増減分 △179 職員の変動等による

減額

説　　明
増減事由別内訳

区　分

0 人

4 人

4 人

0.75%

備　　　考

水道（附４）

0 人

区　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　　考

1 人

1 人

0 人

0 人

0 人



　（3）職員及び職員手当の状況（給与改定後）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

高　校　卒

大　学　卒

　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　　分

行　政　職 技　　監

６級

主　　事 主　　事 主　　査 課　　長副 課 長課長補佐

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

主　　査

理　　事

25.0

行　政　職

4

職員数

行　　政　　職

100.0

25.0

50.0

25.0

(%)

構成比

1

2

1

50.0

(人)

2

1

区　　　　　分

4

区　　分

348,975円

220,000円

188,000円

行　政　職

平 均 年 齢
令和７年１月１日現在

44.9歳

339,525円
令和６年１月１日現在

平 均 年 齢 45.3歳

220,000円

188,000円

国の制度

平均給料月額

行　政　職

25.0

平均給料月額

水道（附５）

令和６年１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

級

６級

５級

４級

令和７年１月１日現在

区　　　分

３級

２級

１級

計

1

計

100.0



令和　６年度水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 346,365,455

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 17,881,278 364,246,733

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 114,803,000

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 45,236,075

　（４）減価償却費 212,840,939

　（５）資産減耗費 856,680

　（６）その他の営業費用 0 373,736,694

　　営業利益 △9,489,961

３　　営業外収益

　（１）分担金 2,850,000

　（２）受取利息及び配当金 1,038,508

　（３）他会計補助金 10,161,000

　（４）長期前受金戻入額 95,019,426

　（５）貸倒引当金戻入額 33,829

　（６）その他補助金 0

　（７）雑収益 6,081,000 115,183,763

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 17,995,356

　（２）委託事業費 0

　（３）雑支出 0 17,995,356 97,188,407

　　経常利益 87,698,446

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 0 0 0

　　当年度純利益 87,698,446

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　当年度未処分利益剰余金 87,698,446



令和　６年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 7年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　　イ　土地 327,754,484

　　　　ロ　建物 656,865,411

　　　　　　減価償却累計額 245,143,337△411,722,074

　　　　ハ　構築物 8,551,124,152

　　　　　　減価償却累計額 3,174,542,567△5,376,581,585

　　　　ニ　機械及び装置 3,333,203,442

　　　　　　減価償却累計額 274,094,863△3,059,108,579

　　　　ホ　車両運搬具 6,049,006

　　　　　　減価償却累計額 3,335,504△2,713,502

　　　　ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　　　　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

　　　　ト　リース資産 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　チ　建設仮勘定 3,246,000

　　　　有形固定資産合計 4,028,440,731

　（２）無形固定資産

　　　　イ　電話加入権 0

　　　　無形固定資産合計 0

　（３）投資

　　　　イ　有価証券 99,241,082

　　　　ロ　長期貸付金 0

　　　　投資合計 99,241,082

　　　　固定資産合計 4,127,681,813

２　流動資産

　（１）現金預金 1,413,822,368

　（２）未収金 10,046,090

　　　　貸倒引当金 5,860,960△4,185,130

　（３）貯蔵品 2,479,723

　（４）前払費用 0

　（５）前払金 0

　（６）その他流動資産 0

　　流動資産合計 1,422,163,051

資産合計 5,549,844,864

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



　（１）企業債

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 855,961,174

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 855,961,174

　（２）他会計借入金

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（３）リース債務 0

　（４）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固定負債合計 855,961,174

４　流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）企業債

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 153,239,570

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 153,239,570

　（３）他会計借入金

　　　　イ　建設改良費の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（４）リース債務 0

　（５）未払金 28,896,588

　（６）未払費用 0

　（７）前受金 235,272

　（８）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　賞与引当金 2,312,004

　　　　ハ　修繕引当金 0

　　　　ホ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 2,312,004

　（９）その他流動負債 0

　（10）下水道使用料預り金 50,000

　　流動負債合計 184,733,434



５　繰延収益

　　　長期前受金 5,557,996,126

　　　収益化累計額 △3,956,442,956

　　繰延収益合計 1,601,553,170

負債合計 2,642,247,778

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,976,277,780

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　　　イ　受贈財産評価額 0

　　　　ロ　寄附金 0

　　　　ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

　　　　資本剰余金合計 35,785,428

　（２）利益剰余金

　　　　イ　減債積立金 439,170,038

　　　　ロ　建設改良積立金 118,813,646

　　　　ハ　利益積立金 249,851,748

　　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 87,698,446

　　　　利益剰余金合計 895,533,878

　　剰余金合計 931,319,306

資本合計 2,907,597,086

負債資本合計 5,549,844,864



令和　７年度水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 341,769,316

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 17,623,000 359,392,316

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 145,232,870

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 54,873,843

　（４）減価償却費 204,161,713

　（５）資産減耗費 1,000,000

　（６）その他の営業費用 0 405,268,426

　　営業利益 △45,876,110

３　　営業外収益

　（１）分担金 5,200,000

　（２）受取利息及び配当金 2,752,000

　（３）他会計補助金 67,636,000

　（４）長期前受金戻入額 92,679,764

　（５）貸倒引当金戻入額 0

　（６）その他補助金 0

　（７）雑収益 0 168,267,764

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 14,990,555

　（２）委託事業費 0

　（３）雑支出 0 14,990,555 153,277,209

　　経常利益 107,401,099

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 0 0 0

　　当年度純利益 107,401,099

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　当年度未処分利益剰余金 107,401,099



令和　７年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 8年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　　イ　土地 327,754,484

　　　　ロ　建物 656,865,411

　　　　　　減価償却累計額 236,534,108△420,331,303

　　　　ハ　構築物 8,565,215,063

　　　　　　減価償却累計額 3,031,251,384△5,533,963,679

　　　　ニ　機械及び装置 3,343,203,442

　　　　　　減価償却累計額 247,731,353△3,095,472,089

　　　　ホ　車両運搬具 6,049,006

　　　　　　減価償却累計額 2,528,624△3,520,382

　　　　ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　　　　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

　　　　ト　リース資産 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　チ　建設仮勘定 24,155,091

　　　　有形固定資産合計 3,870,279,020

　（２）無形固定資産

　　　　イ　電話加入権 0

　　　　無形固定資産合計 0

　（３）投資

　　　　イ　有価証券 99,241,082

　　　　ロ　長期貸付金 0

　　　　投資合計 99,241,082

　　　　固定資産合計 3,969,520,102

２　流動資産

　（１）現金預金 1,462,538,111

　（２）未収金 21,052,216

　　　　貸倒引当金 17,306,798△3,745,418

　（３）貯蔵品 2,479,723

　（４）前払費用 0

　（５）前払金 0

　（６）その他流動資産 0

　　流動資産合計 1,482,324,632

資産合計 5,451,844,734

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



　（１）企業債

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 718,958,244

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 718,958,244

　（２）他会計借入金

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（３）リース債務 0

　（４）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固定負債合計 718,958,244

４　流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）企業債

　　　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 148,502,930

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 148,502,930

　（３）他会計借入金

　　　　イ　建設改良費の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（４）リース債務 0

　（５）未払金 34,830,000

　（６）未払費用 0

　（７）前受金 100,000

　（８）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　賞与引当金 2,368,333

　　　　ハ　修繕引当金 0

　　　　ホ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 2,368,333

　（９）その他流動負債 0

　（10）下水道使用料預り金 50,000

　　流動負債合計 185,851,263



５　繰延収益

　　　長期前受金 5,569,659,762

　　　収益化累計額 △4,049,122,720

　　繰延収益合計 1,520,537,042

負債合計 2,425,346,549

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,987,777,780

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　　　イ　受贈財産評価額 0

　　　　ロ　寄附金 0

　　　　ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

　　　　資本剰余金合計 35,785,428

　（２）利益剰余金

　　　　イ　減債積立金 483,019,261

　　　　ロ　建設改良積立金 118,813,646

　　　　ハ　利益積立金 293,700,971

　　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 107,401,099

　　　　利益剰余金合計 1,002,934,977

　　剰余金合計 1,038,720,405

資本合計 3,026,498,185

負債資本合計 5,451,844,734



（単位：円）

当年度純利益 107,401,099

減価償却費 204,161,713

資産減耗費 1,000,000

貸倒引当金の増減額 △ 439,712

賞与引当金の増減額 56,329

修繕引当金の増減額 0

特別修繕引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 92,679,764

受取利息及び配当 △ 2,752,000

支払利息及び企業債取扱諸費 14,990,555

未収金の増減額 693,874

未払金の増減額 △ 3,276,788

預り金等の増減額 0

前受金の増減額 △ 135,272

小計 229,020,034

利息及び配当金の受取額 2,752,000

利息の支払額 △ 14,990,555

業務活動によるキャッシュ・フロー 216,781,479

有形固定資産の取得による支出 △ 47,000,002

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 1,027,272

負担金等による収入 10,636,364

未収金の増減額 △ 11,700,000

未払金の増減額 9,210,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 37,826,166

企業債による収入 11,500,000

企業債の返済による支出 △ 153,239,570

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

出資金による収入 11,500,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 130,239,570

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 48,715,743

資金期首残高 1,413,822,367

資金期末残高 1,462,538,110

令和７度水道事業特別会計キャッシュ・フロー計算書

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー



注 記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
 １ 資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品   総平均法による原価法によっている。 
 ２ 固定資産の減価償却の方法 
  (1) 有形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      建物        定額法による。 
      構築物       定額法による。 
      機械及び装置    定額法による。 
      工具器具及び備品  定額法による。 
    ・主な耐用年数 
      建物        40～50 年 
      構築物       30～60 年 
      機械及び装置    10～20 年 
      工具器具及び備品  3 年～10 年 
  (2) 無形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      定額法による。 
 ３ 引当金の計上方法 
  (1) 賞与引当金 
    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 
  (2) 修繕引当金 
    当会計期間中に発生した事故等により修繕が必要な際、修繕が次期に及ぶときに

それに係る額を計上している。 
  (3) 特別修繕引当金 
    設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修

繕の日から当年度末までの期間で均分した額を計上している。 
  (4) 貸倒引当金 
    債権の不納欠損による損失に備えるため、債権発生時点からの経過年数から回収

不能見込額を計上している。 
 


